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  １ 研究の目的と視点 
  ２ 先行研究の体系 
  ３ 研究の意義とテーマ選定の理由 
  ４ 研究の方法と特色 
  ５ 本論文の構成 
  ６ 用語の使い方と引用の表記 
第１章 自然災害と行政の責任 
  １ 自然災害の一般的定義 
  ２ 抗えない現実の再認識。自然災害と日常 
    （１）自然災害と日常 
    （２）現場自治体の自然災害対策の限界 
  ３ 刻々と変化する自然災害にあっての判断の難しさ 
  ４ 自然災害に係る住民と行政の関係 
  ５ 避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる議論 
    （１）災害対策基本法の基本理念と責務規定 
    （２）避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる裁判の事例 
      2-1 長野県長野市 
        2-1-1  事案の概要  
        2-1-2  責任原因に対する裁判所の判断  
        2-1-3  避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる議論  
    2-2  兵庫県佐用町  
        2-2-1  事案の概要  
        2-2-2  責任原因に対する裁判所の判断  
        2-2-3  避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる議論  
  ６ インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 
      3-1 東日本大震災の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-1-1  自然災害と行政の責任に関する問題点と課題などに対して考えること 
        3-1-2  取り組みの現状などに関すること 
      3-2 熊本地震の被災地市区町村から寄せられたもの 
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        3-2-1  自然災害と行政の責任に関する問題点と課題などに対して考えること  
        3-2-2  取り組みの現状などに関すること  
      3-3 その他の大規模震災の被災（過去 10 年以内）地市区町村から寄せられたもの 
        3-3-1 自然災害と行政の責任に関する問題点と課題などに対して考えること  
        3-3-2 取り組みの現状などに関すること 
      3-4 南海トラフ地震で被害想定されている市区町村から寄せられたもの  
        3-4-1 自然災害と行政の責任に関する問題点と課題などに対して考えること  
        3-4-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-5 その他  
        3-5-1 自然災害と行政の責任に関する問題点と課題などに対して考えること 
        3-5-2 取り組みの現状などに関すること  
  ７ 章のまとめ 
    （１）自然災害と行政の責任に関する問題の所在 
    （２）自然災害と行政の責任に関する改善に向けての考察と提言 
第２章 自然災害と法制度 
  １ 日本人の自然観と災害観の一般 
    （１）日本人の自然観の一般 
    （２）日本人の災害観の一般 
  ２ 自然災害に関する法制度の歴史的展開 
    （１）古代  
    （２）江戸時代から明治時代にかけて 
    （３）明治時代から現代にかけて 
        3-1 明治時代  
        3-2 明治時代以降現代にかけて 
          3-2-1 災害救助法 
          3-2-2 災害対策基本法 
  ３ 自然災害に関する現行防災法制度の仕組み 
  ４ インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 
      3-1 東日本大震災の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-1-1 自然災害に関する法制度などの問題点と課題などに対して考えること  
        3-1-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-2 熊本地震の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-2-1  自然災害に関する法制度などの問題点と課題などに対して考えること  
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        3-2-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-3 その他の大規模震災の被災（過去 10 年以内）地市区町村から寄せられたもの 
        3-3-1 自然災害に関する法制度などの問題点と課題などに対して考えること 
        3-3-2 取り組みの現状などに関すること 
      3-4 南海トラフ地震で被害想定されている市区町村から寄せられたもの 
        3-4-1 自然災害に関する法制度の問題点と課題などに対して考えること  
        3-4-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-5 その他 
        3-5-1 自然災害に関する法制度などの問題点と課題などに対して考えること  
        3-5-2 取り組みの現状などに関すること  
  ５ 章のまとめ 
    （１）自然災害と法制度などに関する問題の所在 
    （２）自然災害と法制度などに関する改善に向けての考察と提言 
第３章 市区町村地域防災計画制度 
  １ 市区町村地域防災計画の修正 
    （１）業務委託によらない事例。熊本県下益城郡美里町 
    （２）業務委託による事例。山形県最上郡大蔵村 
  ２ 防災計画体系における市区町村地域防災計画の位置付け 
  ３ 市区町村地域防災計画制度登場の背景 
  ４ 市区町村地域防災計画の特色 
  ５ インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 
      3-1 東日本大震災の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-1-1 市区町村地域防災計画制度に関する問題点と課題に対して考えること  
        3-1-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-2 熊本地震の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-2-1 市区町村地域防災計画制度に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-2-2 取り組みの現状などに関すること 
      3-3 その他の大規模震災の被災（過去 10 年以内）地市区町村から寄せられたもの 
        3-3-1 市区町村地域防災計画制度に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-3-2 取り組みの現状などに関すること 
      3-4 南海トラフ地震で被害想定されている市区町村から寄せられたもの  
        3-4-1 市区町村地域防災計画制度に関する問題点と課題に対して考えること  
        3-4-2 取り組みの現状などに関すること  
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      3-5 その他  
        3-5-1 市区町村地域防災計画制度に関する問題点と課題などに対して考えること 
        3-5-2 取り組みの現状などに関すること  
  ６ 章のまとめ 
    （１）地域防災計画制度に関する問題の所在 
    （２）地域防災計画制度に関する改善に向けての考察と提言 
 
第４章 市区町村の防災担当者に求められる対応 
  １ 市区町村の防災担当者を取り巻く勤務の実際 
    （１）防災担当部署の体制に関すること 
    （２）専門的な知識、技能を習得する機会（研修）の現状に関すること 
    （３）上司である市区町村の長の経験、組織内の対応状況の評価等に関すること 
  ２ 市区町村の防災担当者の職員研修と専門性に関する議論 
  ３ 事例研究。被災地現場で起きていたこと 
    （１）初動の対応と当時現場で作業に就いた者の証言。福島県双葉郡葛尾村 
      1-1 初動の対応 
        1-1-1 2011 年 3 月 11 日の対応 
        1-1-2 2011 年 3 月 12 日の対応 
        1-1-3 2011 年 3 月 13 日の対応 
        1-1-4   2011 年 3 月 14 日の対応  
      1-2 当時現場で作業に就いた者の証言  
    （２）初動の対応と当時現場で作業に就いた者の証言。東京都大島町 
      2-1 初動の対応 
        2-1-1 2013 年 10 月 14 日までの対応 
        2-1-2 2013 年 10 月 15 日朝の対応 
        2-1-3  2013 年 10 月 15 日台風説明会以降、夕方までの対応 
        2-1-4  2013 年 10 月 15 日土砂災害警戒情報発表以降の対応 
        2-1-5 2013 年 10 月 15 日 19 時半頃から参集までの対応 
        2-1-6 土砂災害発生 
      2-2 当時現場で作業に就いた者の証言 
  ４ インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 
      3-1 東日本大震災の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-1-1 市区町村防災担当者に求められる対応に関する問題点と課題に対して考えること 
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        3-1-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-2 熊本地震の被災地市区町村から寄せられたもの  
        3-2-1 市区町村防災担当者に求められる対応に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-2-2 取り組みの現状などに関すること 
      3-3 その他の大規模震災の被災（過去 10 年以内）地市区町村から寄せられたもの 
        3-3-1 市区町村防災担当者に求められる対応に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-3-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-4 南海トラフ地震で被害想定されている市区町村から寄せられたもの  
        3-4-1 市区町村防災担当者に求められる対応に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-4-2 取り組みの現状などに関すること  
      3-5 その他  
        3-5-1 市区町村防災担当者に求められる対応に関する問題点と課題に対して考えること 
        3-5-2 取り組みの現状などに関すること  
  ５ 章のまとめ 
    （１）市区町村の防災担当者に求められる対応に関する問題の所在 
    （２）市区町村の防災担当者に求められる対応に関する改善に向けての考察と提言 
第５章 市区町村の防災担当者の「不安」と「迷い」を科学する－インタビューなどより－ 
  １ インタビューの概要とまとめ方 
    （１）対象者と実施時期 
    （２）質問項目 
      2-1 市区町村の長に対する質問項目 
      2-2 市区町村の防災担当者に対する質問項目 
      2-3 被災自治体（被災当時）の職員であった者に対する質問項目 
      2-4 災害派遣要請を受けて市区町村災害対策本部に派遣された自衛官に対する質問事項 
      2-5 大規模な自然災害の被災の現場にあって活動した消防団員 
      2-6 大規模な自然災害の被災の現場にあって活動の経験のない消防団員に対する質問
事項 
    （３）まとめ方 
  ２ インタビュー 
    （１）市区町村の長及び市区町村の防災担当者等 
      1-1 市区町村の長 
        1-1-1 海岸に接する地の市区町村の長  岩手県陸前高田市 
        1-1-2 山間の地の市区町村の長  熊本県下益城郡美里町 
        1-1-3 島嶼の地の市区町村の長  東京都青ヶ島 
        1-1-4 都市部（河川上中流部）の地の市区町村の長  群馬県みどり市 
        1-1-5 4 名の市区町村の長に対するインタビューから分かったこと 
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      1-2 市区町村防災担当者  
        1-2-1 島嶼の地の市区町村の防災担当者  東京都大島町 
        1-2-2 海岸に接する地の市区町村の防災担当者  岩手県陸前高田市  
        1-2-3 山間の地の市区町村の防災担当者 
          1-2-3-1 熊本県下益城郡美里町 
          1-2-3-2  福島県双葉郡葛尾村 
        1-2-4 都市部（河川上中流部）の地の市区町村の防災担当者 
          1-2-4-1  群馬県みどり市 
          1-2-4-2 茨城県常総市 
          1-2-4-3 千葉県印西市 
          1-2-4-4 埼玉県さいたま市 
        1-2-5 都心部の地の市区町村の防災担当者  東京都港区 
        1-2-6  10 名の市区町村の防災担当者に対するインタビューから分かったこと 
      1-3 被災地の自治体（被災当時）に勤務していた者 
        1-3-1 東日本大震災（岩手県陸前高田市） 
        1-3-2 平成 25 年台風 26 号土砂災害（東京都島嶼保健所大島出張所） 
        1-3-3  2 名の被災地の自治体（被災当時）に勤務していた者に対するインタビュ
ーから分かったこと 
    （２）災害派遣要請を受けて現地対策本部に派遣された自衛官 
      2-1 東日本大震災。派遣地岩手県陸前高田市 
      2-2 東日本大震災。派遣地岩手県陸前高田市 
      2-3 2 名の災害派遣要請を受けて現地対策本部に派遣された自衛官に対するインタ
ビューから分かったこと 
    （３）消防団員 
      3-1 大規模な自然災害の、被災の現場にあって活動した消防団員 
        3-1-1 東日本大震災。被災地岩手県大船渡市  
        3-1-2 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨。被災地茨城県常総市 
      3-2 大規模な自然災害の、被災の現場にあって活動の経験のない消防団員  千葉県印西
市 
      3-3 7 名の消防団員に対するインタビューから分かったこと 
  ３ インタビューと並行して実施した市区町村の長に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 
  ４ インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート調査 
    （１）調査の目的と方法 
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    （２）調査結果の集計 
    （３）整理 







  表－１ 主な災害対策関係法律の類型別整理表 
  表－２－１ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している職員の数 
  表－２－２ 防災担当部署に所属し、兼任で防災を担当している職員の数 
  表－２－３ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している「事務職」職員の数 
  表－２－４ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している「技術職」職員の数 
  表－２－５ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している「消防職」職員の数 
  表－２－６ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している「その他の職」職員の
数 
  表－２－７ 防災担当部署に所属し、専任で防災を担当している職員の平均的な異動の
間隔 
  表－２－８ 防災担当部署に所属する職員の平均在籍年数 
  表－２－９ 激甚災害に指定された災害を防災担当として経験している当該部局職員数 
  表－３ 専任で防災を担当している職員の体系的な研修への参加 
  表－４－１ 在任中に、貴自治体において激甚災害指定を受けた災害があったか 
  表－４－２ 防災・危機管理に関する条例・計画・マニュアル等の組織内の対応状況の
評価 
  表－４－３ 防災・危機管理に関する庁内連携・政策調整の組織内の対応状況の評価 
  表－４－４ 全庁的な防災・危機管理研修・訓練に関する組織内の対応状況の評価 
  表－４－５ 防災・危機管理部局への職員の充当に関する組織内の対応状況の評価 
  表－４－６ 危機対応時において支持する意思決定のタイプ 
  表－４－７ 危機対応時において支持する意思決定への参加者の範囲 
  表－５ 疲弊する自治体職員。被災地自治体への職員派遣  
図目次 
  図－１  防災から減災へ。議論の転機となった阪神淡路大震災  
  図－２ 世界のマグネチュード 6 以上の震源分布とプレート境界  




  図－４－１ 避難所（砥用中体育館。避難者約 1,300 名）の様子 
  図－４－２ 避難所駐車場。車中泊も多く見られた 
  図－５ 岩手県岩泉町の降水量と小本川の時間別水位 
  図－６－１ 簡易水道施設と集落、公共施設等との位置関係 
  図－６－２ 簡易水道施設と集落、公共施設等との位置関係（拡大図） 
  図－７ 居住権に行政が踏み込むことの難しさ。浸水地に再び建つ住居 
  図－８ 初動の情報共有。陸上自衛隊第５普通科連隊指揮所 
 


























 序論では、「1 研究の目的と視点」、「２ 先行研究の体系」、「３ 研究の意義とテーマ選定
























 第 2 節「抗えない現実の再認識。自然災害と日常」では、日常的に生じる自然災害を指
摘し、現場自治体の自然災害対策の限界を指摘している。 
 第 3 節「刻々と変化する自然災害にあっての判断の難しさ」では、事例として、平成 28
















 第 5 節「避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる議論」では、）災害対策基本法の基
本理念と責務規定が解説され、避難の勧告・指示の、発令のあり方をめぐる裁判の事例と
して、長野県長野市の大規模な地すべりの事例（1985（昭和 60）年 7 月）と兵庫県佐用町
の集中豪雨による洪水の事例（2009（平成 21）年 8 月）が扱われている。どちらも避難勧
告が遅れた事例である。 
 第 6 節「インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート
調査」では、市区町村の防災担当者を対象とし、自然災害と行政の責任に関する問題点と
課題などに対する意識を調査するために行ったアンケート調査について、そこから重要と
考えられる回答が紹介されている。ちなみに、実施は、2016（平成 28）年 6 月に配布し、




























 第 2 章第 1 節「日本人の自然観と災害観の一般」では、日本人の自然観や日本人の災害
観が論じられている。 





 第 3 節「自然災害に関する現行防災法制度の仕組み」では、地震・津波、火山、風水害、
地滑り・崖崩れ・土石流、豪雪、原子力という災害類型ごとの対応法律が示されている。 
 第 4 節「インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート
調査」では、市区町村の防災担当者を対象とし、自然災害に関する法制度の問題点と課題
に対する意識を調査するために行ったアンケート調査について、解説されている。アンケ





 第 5 節「章のまとめ」では、「（１）自然災害と法制度などに関する問題の所在」として、




































 第 5 節「インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート
調査」では、市区町村の防災担当者を対象とし、市区町村地域防災計画に関する問題点と
課題に対する意識を調査するために行ったアンケート調査について、解説されている。ア










































方を検討することを目的に平成 24 年 10 月に調査を実施し、取りまとめ報告した「地方公
共団体の防災に関する職員研修に係る調査報告（速報）」」、③「明治大学危機管理研究セン
ターが基礎自治体の防災、危機管理体制の現況及び東日本大震災に対する対応状況を把握





























 第 3 節「事例研究。被災地現場で起きていたこと」では、「（１）初動の対応と当時現場
で作業に就いた者の証言。福島県双葉郡葛尾村」では、東日本大震災の際の葛尾村におけ
る避難の対応が詳述されている。同様に、「（２）初動の対応と当時現場で作業に就いた者
の証言。東京都大島町」では、2013（平成 25）年 10 月に発生した土砂災害について詳述
されている。 
 第 4 節「インタビューと並行して実施した市区町村の防災担当者に対してのアンケート
調査」では、市区町村の防災担当者を対象とし、市区町村の防災担当者に求められる対応
に関する問題点と課題に対する意識を調査するために行ったアンケート調査について、述




























 第 1 節「インタビューの概要とまとめ方」では、「インタビューは、市区町村の長 4 名、
市区町村の防災担当者 10 名、被災地の自治体（被災当時）に勤務していた者 2 名、災害派
遣要請を受けて市区町村対策本部に派遣された自衛官 2 名、大規模な自然災害の被災の現
場にあって活動した消防団員 4 名、大規模な自然災害の被災の現場にあって活動の経験の
ない消防団員 3 名の合計 25 名を対象として、平成 27 年 8 月から平成 28 年 9 月にかけて
実施した」ことが説明されている。なお、質問項目については、対象の立場によって異な
っている。 
 第 2 節「インタビュー」では、「（１）市区町村の長及び市区町村の防災担当者等」では、
市区町村の長として、「海岸に接する地の市区町村の長  岩手県陸前高田市」、「山間の地の
市区町村の長  熊本県下益城郡美里町」、「島嶼の地の市区町村の長  東京都青ヶ島」「都市












































 インタビューの 5 つ目は、消防団員である。ここでは、東日本大震災の被災地である岩































































































 第 2 に、「被災の現地に出向き、現場に立った」ことである。東日本大震災被災地の関連
では、岩手県陸前高田市（27.12.15）、岩手県大船渡市（27.12.19）、福島県双葉郡葛尾村
（28.10.20）、2016（平成 28）年の熊本地震被災地では、熊本県下益城郡益城町（28.6.20）
（28.11.2）、2013（平成 25）年の台風 26 号伊豆大島豪雨災害被災地では、東京都大島町









 まず第 1 に、……中略……今後の課題となるのであろう。 







 審査小委員会は、2017 年 6 月 17 日に安達卓俊氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、
21 
 
本論文を中心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授
与に値する学識と研究能力を持っていると判定した。 
 
５ 結論 
 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、安達卓俊氏が、研究能力並びに学位論文に結実した
研究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するもの
と判断した。 
以上 
